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概要 地方自治体が制定する法を例規という。二つの自治体に存在する例規の違いを明確にするための例規比較は、法

学教育や法学研究、地方自治体法務、企業法務において頻繁に行われている。本研究は、現在手作業で実施されている

例規比較を計算機を用いて自動化する事を目的とする。この目的を達成するため、最長共通部分文字列、ベクトル空間

モデル、及び文字列アライメントを基本とする９６種類の手法を比較検討した。その結果、例規の漢字のみを抽出した

文字列に対するアライメントが、法学者の結果と最も近かったことを示す。

1 はじめに

法は国の制定する法律と規則、地方自治体が制定

する条例と規則の二つに分類される。前者は法規、

後者は例規と総称される。法規を制定する日本国は

一つだが、例規を制定する地方自治体は多数存在す

るため、同一項目を規程する多数の例規が地方自治

体ごとに存在することになる。具体的には、青少年

の保護育成を目的とする条例や、各県の象徴である

「県章」を定めた条例等があげられる。これら同一

項目に関する条例は相互に類似しているものの、地

方自治体の置かれた状況が異なるため、随所に相違

点が存在している。一例として、青少年の保護育成

を目的とした条例では、青少年の夜間外出を制限し

ているが、その制限される時間が異なっている事が

挙げられる。愛媛県では午後１１時から午前４時を

夜間と定義している一方、高知県では午後１０時か

ら午前４時を夜間としている。このような違いを明

らかにするため例規比較が行われる。

例規比較は、地方自治体間の違いを明らかにする

教育・研究活動以外にも、企業法務や自治体法務に

おいても発生する作業となっている。自治体法務に

おける例としては、例規の制定・改訂する際の参考

資料作成、さらには自治体合併時に全例規を擦り合

せる行程が挙げられる。特に自治体合併時には、対

象となる全自治体の全例規に対する例規比較を短時

日に行う必要がある仕事量の多い法務となっている

[7, 8, 9]。現在、この例規比較は専門家が手作業で

実施しているため、計算機を利用した作業の省力化

が望まれている。そこで本研究では、与えられた２

つの例規比較を計算機で実施する有効な手法につい

て検討を行う。

法を計算機で扱う研究は、平成５年度から９年度

の文部省化学研究費重点領域研究「法律エキスパー

トシステムの開発研究」において促進され [5]、現在

では多くの自治体が例規をインターネット上に公開

する所まできている。しかし例規を対象とした研究

は少なく、ある自治体の例規を分類する研究 [6]が

存在するに留まっている。

2 問題定義

2.1 例規の構造

本研究で対象とする例規とは、法特有の構造を有

する文章である。典型的な構造としては、例規名を

表す表題、効力を発する日を記した発令、公布を宣

言する公布分、例規の内容に当たる本則、そして制

定及び改正附則が挙げられる。また、本則は章条項

号といった階層を有する文章の集合となっている。

図 1に例規の共通構造を示す。ただし、実際の例規

構造には例外が多く存在し、特に古い例規を扱う際

には注意が必要な事を付記しておく。

2.2 条文対応表

同一項目規程する例規の比較は、例規構造のうち

の条を単位とした対応表を作成することが基本にな
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図 1 例規の構造（主要な共通部分を抜粋）

る。例えば愛媛県の条例の２条と香川県の条例の４

条が対応する、といった関係を一覧表示したものに

なる。この対応表をもとに夜間の定義等の細かい文

章比較を行う事になる。図 2 に対応表の例を挙げ

る。本研究では与えられた２条例より条文比較表を

自動生成する事を目的とする。
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図 2 例規の対応表の例（一部抜粋）

2.3 条文対応表生成問題

条の対応関係は多対多であり、対応する条がない

場合も存在する。そのため条文対応表は、２つの各

例規の条を独立頂点集合とした二部グラフで表現可

能である。ここで条文対応表生成問題を次のように

定義する。

入力 2つの例規 A,B

出力 二部グラフ G = (VA, VB , E). ただし Aの条

がノード VA に、Bの条が VB に対応する。

目的関数 不明

目的関数を「不明」としているのは、現時点では

法学者の要求を数式化することが不能であるためで

ある。そのため本研究は、３種類の文字列比較手法

に対してパラメータ変更する事で、現時点で不明で

ある目的関数に沿う手法を発見することを試みる。

3 文字列比較手法

条文比較表を自動生成するためには、条文を比較

する手法が必要となる。条文は文章、すなわち文字

列で構成されているため、以下の３種類の手法を用

いた。

• 最長共通部分列 [2]

• ベクトル空間モデル [3]

• 文字列アライメント [4]

最長共通部分文字列とは、入力として与えられた

２つの文字列における最長の共通部分文字列をい

う。共通部分文字列とは、もとの文字列から文字を

出現順序をかえずに取り出したものとなる。ベクト

ル空間モデルでは、文章を各文字や単語の出現頻度

を表したベクトルで文章を表現する。二つの文章に

対応するベクトル間の距離を計算することによって

文章間の関連度を求める方法である。

文字列アライメントは、生物情報学において遺伝

子の類似性を見る際に用いられる方法である。最長

共通部分文字列と同様に、動的計画法により計算さ

れる。その違いは、共通部分文字列の間に存在する

非共通部分にペナルティが課される事が挙げられ

る。一般に最長共通部分文字列や文字列アライメン

トでは、共通部分文字列の順序は保存される。しか

し例規比較において対応させるべき条文は、必ずし

も順序が保存されているとはいいがたい。そこで、

本研究では順序が保存されていない部分文字列を考

慮可能なアライメント手法も比較対象とした。
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4 条文対応表生成法

上記のアルゴリズムを用いた条文対応表の生成法

は以下の通りである。入力として２つの例規 A,B

が与えられたとする。Aの各条に対して、

1 Bの全条との間に類似度を計算する。

2 類似度の最も高かった条間に辺を引く。

5 評価実験

5.1 実験条件と評価項目

青少年保護に関する愛媛県と香川県の条例を対象

とし、全９６手法の性能評価を行った。

類似スコアを計算する対象文は条文とし、最長共

通部分文字列のみ条題も対象とした。ベクトル空間

モデルにおける距離にはコサインを用いた。最大共

通部分文字列及びアライメントにおいて一致した場

合のスコアとして定数及び、Mecab[1] により解析

した品詞の tf-idf値を用いた。

手法で得られるスコアは条文の文字数に依存す

る。そこで得られたスコアを短い方の条文の文字数

で割った値を相対スコアとして類似尺度に用いた。

ベクトル空間モデルにおけるベクトル長は、出現頻

度順に何位の品詞までをベクトルの要素として利用

したかを表している。

5.2 結果と考察

表 1,2,3 に最長共通部分文字列、アライメント、

ベクトル空間モデルに基づく手法の正解率を示す。

表中の「五詞」は名詞、副詞、形容詞、動詞、連体

詞を計算対象として用いた事を表している。

これらの表より文字列アライメントに基づく手法

とベクトル空間モデルに基づく手法が優位である

ことがわかる。また、相対スコアよりも絶対スコア

の、tf-idfスコアよりも定数スコアの正解率が高く、

定数スコアの場合、漢字のみを用いた方がよい結果

が得られている。ベクトル空間モデルの場合、次元

が大きい方が正解率が高く、名詞のみの利用が他品

詞を利用した場合よりも若干よい事がみてとれる。

実務では条文比較表を作成した後、対応する条文

において異なる部分を出する必要が生じる。その

際、ベクトル空間モデルでは、対応する条文を決定

するだけで条文内の異なる部分を見つける事の役に

は立たない。一方、文字列アライメントに基づく手

法では、異なる場所が既に求められているため、例

規比較としてより有効であると考えられる。

6 まとめ

地方自治体の法である例規を比較するための条文

対応表の自動生成問題を定義し、目的に沿う手法を

探索した。青少年保護に関する条例を対象として

行った実験により、文字列アライメントに基づき、

1) 比較対象を漢字に限定し、2) 部分文字列の順序

を保存し、3)条文の長さに依存しない絶対スコアを

用いた手法が最も有効であることを示した。本論文

に記した手法は、全ての条に対応する条が存在する

ことを前提にしている。そのため今後は対応関係が

存在しない場合を認めるアルゴリズムを考案する必

要がある。それ以外にも手法の組合せ等による正解

率向上、結果の尤もらしさの提示、法学者が利用可

能なユーザインターフェースの構築などの課題が挙

げられる。
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